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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成29年６月29日に提出いたしました第17期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）有価証券報告書の記

載事項の一部に誤りがありましたので、これを訂正するために有価証券報告書の訂正報告書を提出するものでありま

す。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

５　経営上の重要な契約等

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿線を付して表示しております。

 

第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

５【経営上の重要な契約等】

　　（訂正前）

　（１）省略

 

　（２）省略

 

　　（訂正後）

　（１）省略

 

　（２）省略

 

　（３）株式会社Ｊとの吸収合併契約

　当社は、平成28年８月16日開催の取締役会において、平成28年10月１日を効力発生日として、当社の100％出資連

結子会社かつ特定子会社である株式会社Ｊを吸収合併することを決議し、平成28年10月１日に株式会社Ｊを吸収合併

いたしました。

 

　　　① 合併の目的

株式会社Ｊは、当社グループの新規プロジェクトでありました渋谷区神宮前５丁目プロジェクトを運営する

会社として平成25年６月19日に当社が100％出資して設立いたしました。平成27年６月12日に当該プロジェクト

に係る土地を売却した結果、当該プロジェクトが完結し設立目的を達成したので、当社が吸収合併し解散いたし

ました。

 

　　　② 合併の要旨

イ．合併の日程

合併決議取締役会　　　　平成28年８月16日

合併契約締結　　　　　　平成28年８月16日

合併期日（効力発生日）　平成28年10月１日

（注）　本合併は、会社法第796条第２項に定める簡易合併及び同法第784条第１項に定める略式合併の規

定により、当社及び株式会社Ｊにおいて合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行った

ものです。

 

ロ．合併方式

　当社を存続会社とする吸収合併方式で、株式会社Ｊは解散いたしました。

 

ハ．合併に係る割当ての内容

　当社は、株式会社Ｊの発行済株式の全部を所有していたため、合併に際して新株式の発行及び金銭等の

交付は行っておりません。
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